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在宅医療に対する県の取組について 

 

１ 現状と課題 

・在宅療養患者への訪問診療、訪問看護等を担う医療従事者の確保や育成等が必要で 

あり、地域内で患者の急変時の対応や看取りなどにも対応できるよう、在宅緩和ケアを 

担う医療機関、急性期医療機関や介護老人保健施設等との医療・介護サービス連携体制 

の構築が求められている。 

 ・県内での在宅医療については今後も需要の増加が予想されており、これに対応できる 

対制を整備する必要がある。 

 

＜岩手県保健医療計画より抜粋＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜第２回在宅医療及び医療・介護連携に関するワーキンググループ資料より抜粋＞ 

 

 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料５ 
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＜第２期岩手県循環器病対策推進計画より抜粋＞ 
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・第２期岩手県循環器病対策推進計画の目標値については、訪問診療の実施件数など、

合計 10 項目があり、そのうち現時点では７項目において全国値より低くなっている。 

 

＜第２期岩手県循環器病対策推進計画より抜粋＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 

 

２ 県の取組 

（１）訪問看護総合支援事業   

・在宅医療を推進するにあたり、中心となる訪問看護ステーションの体制強化をは

かるため、訪問看護総合支援事業の岩手県看護協会への委託を行った。岩手県看護

協会では、今年度、訪問看護総合支援センターを立ち上げ、在宅医療の推進に取り

組んでいる。 

 

 ＜訪問看護総合支援センター設置・運営の手引きより抜粋＞ 
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＜介護サービス施設・事業所調査及び介護サービス施設・事業所調査より作成＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜令和６年度訪問看護事業所数（東北厚生局ホームページより作成）＞ 

市町村 事業所数 市町村 事業所数 

盛岡市  50 奥州市 9 

宮古市 8 滝沢市 9 

大船渡市 3 岩手町 1 

花巻市 7 雫石町 1 

北上市 11 矢巾町 4 

久慈市 2 紫波町 3 

遠野市 2 金ヶ崎町 2 

一関市 16 住田町 1 

陸前高田市 2 山田町 1 

釜石市 2 洋野町 1 

二戸市 1 野田村 1 

※ 以下の市町村については自治体内に訪問看護事業所なし 

 八幡平市、葛巻町、西和賀町、平泉町、大槌町、岩泉町、軽米町、一戸町、 

田野畑村、普代村、九戸村 
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（２） 在宅医療において積極的役割を担う医療機関 

 ・県では、令和６年３月策定の保健医療計画にて、退院支援、日常の療養支援、急変

時の対応、看取りといった在宅医療に必要な役割を担う医療機関を、「在宅医療にお

いて積極的役割を担う医療機関」として位置付けた。同医療機関は、以下のいずれか

の取組事項を行っている。 

 ① 医療機関（特に一人の医師が開業している診療所）が必ずしも対応しきれな

い夜間や医師不在時、患者の病状の急変時等における診療の支援を行うこと 

 ② 在宅での療養に移行する患者にとって必要な医療及び介護、障害福祉サービ

スが十分確保できるよう、関係機関に働きかけること 

 ③ 臨床研修制度における地域医療研修において、在宅医療の現場での研修を受

ける機会等の確保に努めること 

  ④ 災害時等にも適切な医療を提供するための計画（人工呼吸器等の医療機器を

使用している患者の搬送等に係る計画を含む。）を策定し、他の医療機関等の計

画策定等の支援を行うこと 

  ⑤ 地域包括支援センター等と協働しつつ、療養に必要な医療及び介護、障害福

祉サービスや家族等の負担軽減につながるサービスを適切に紹介すること 

  ⑥ 入院機能を有する医療機関においては、患者の病状が急変した際の受入れを

行うこと 

 ・「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及びその医療機関と連携する訪問 

看護ステーションを対象に、在宅医療に必要な医療機器の整備に要する経費を補助 

する、設備整備補助を令和６年度より開始する。 

補助上限：1,000 千円（医療機関）、500 千円（訪問看護ステーション） 

補助率：1/2 

対象経費：在宅医療に必要な医療機器、訪問診療等で使用する車両 

  

（３） 在宅医療に必要な連携を担う拠点 

 ・県では、令和６年３月策定の保健医療計画にて、在宅医療の推進に必要な機能等を

地域で確保するために活動する市町村等を、「在宅医療に必要な連携を担う拠点」と

して位置付けた。同拠点は、以下のいずれかの取組事項を行っている。 

  ① 地域の医療及び介護、障害福祉の関係者による会議を定期的に開催し、在宅

医療における提供状況の把握、災害時対応を含む連携上の課題の抽出及びその

対応策の検討等を実施すること 

 ② 地域包括ケアシステムを踏まえた在宅医療の提供体制を整備する観点から、

地域の医療及び介護、障 害福祉サービスについて、所在地や機能等を把握し、

地域包括支援センターや障害者相談支援事業所 等と連携しながら、退院時から

看取りまでの医療や介護、障害福祉サービスにまたがる様々な支援を包括的か

つ継続的に提供するよう、関係機関との調整を行うこと 
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  ③ 質の高い在宅医療をより効率的に提供するため、関係機関の連携による急変

時の対応や 24 時間体制の構築や多職種による情報共有の促進を図ること 

 ④ 在宅医療に係る医療及び介護、障害福祉関係者に必要な知識・技能に関する

研修の実施や情報の共有を行うこと 

  ⑤ 在宅医療に関する地域住民への普及啓発を実施すること 

 ・県では、今後、在宅医療に必要な連携を担う拠点の活動内容について拠点同士で 

情報交換を行う場を設けるなど、拠点の活動をさらに活発化させる取組を進める予 

定である。 

  

＜岩手県保健医療計画より抜粋＞ 

 


